研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　病院事務Ｇ　　　　　職　種　事務員　　　　　氏　名　梅舘　亘

	期　　間　　平成　20　年　10　月　10　日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　第36回日本精神科病院協会精神医学会第2日目 　

	出 張 先　「盛岡市民文化ホール」　及び　「いわて県民情報交流センター」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

　精神医学会への参加は初めてであり、聞くと実際に見るとではまるで違うと再認識させられた。二日間のプログラムを見ただけでも圧倒される内容であり、如何に多くの精神科病院がそれぞれの環境、地域にて新たなる取り組みをしているかが実感できた。また、このような舞台で発表・報告するそれぞれの医療機関は今後発展していくと思われる。当然の事ながら医療機関は患者様より選ばれる時代である。何もしないでいると直ぐに取り残されるであろう今の時代ではあるが、見学した中で言えることは当院も胸を張っていいと感じる。決して取り組んでいる事は正しく必要不可欠である。ただし満足はいけない。常に目標と問題意識を持って地道に取り組むことが基本であり、大切なことであると改めて感じる。

　今回の精神医学会への参加も、そこでの見聞の中から必ず結果として業務に表すよう努力したい。

【研修内容】

· 未集金対策とその回収の取り組み（ポスター発表）

　　　静岡県：好生会三方原病院　鈴木浩介・辻村理男氏

　※　発表は前日であり、ポスター資料の閲覧のみ

＜要　旨＞

　度重なる医療保険制度改定などにより、患者様の窓口負担金が多くなっている。平成14年10月からは高齢者が１割負担になり、平成15年4月からは健保本人の自己負担割合が2割から3割へと引き上げられた。このような背景の中、平成14年以降当院での未集金額、件数とも増加の一途をたどり、ピーク時の平成18年には平成13年に比べ、件数で約1.4倍、金額は約2.4倍に達した。

　その間の未集金防止対策として、当日清算の推進。クレジットカード支払いの導入。医師、病棟、相談室との連携強化。入院時での各制度案内等の実施をしてきた。また、未収金回収強化策として電話による催促、内容証明郵便での法的手続きをとる旨の催促、自宅訪問での集金、支払い相談と分割払誓約書の作成などを行った。結果、これらの対策の効果が徐々に現れ、現在では減少傾向にある。

　これらの対策の他に、小額訴訟に至った事例報告があった。（事例は割愛）

· 小額訴訟の特徴

①手続きが非常に容易　　②少ない費用で140万円までの訴訟が可能（1年間に10件まで可能）　　③1回の審理でその場で判決が出る　　④病院での支払い約束に比べ支払強制力は絶大　　⑤訴状の提出と原告として裁判へ出廷のため、裁判所に出向く事が必要（各約1時間）

　＜考　察＞

　近年大きな問題となっている未収金問題であるが、勿論当院も例外ではない。医事チームの対処の不手際が大きな要因であるが、幸い件数・金額ともに大きな増加には至っていないものの、初期対応のまずさがある。上記のポスター資料において、未収者への対処・手順は概ね同じである。小額訴訟についての知識習得は必須事項である。当然ながら訴訟までいかないことがベストである。ポイントは情報共有しながら如何に初期の段階で対処できるかにかかっている。未集金での損害ほど病院にとって不利益なことはなく、回収率100％が必要である。

· シンポジウムⅠ　精神科病院経営戦略　13:30～15:30

シンポジスト　

· 「平成20年度診療報酬と精神科医療」　

東京・厚生労働省保険局医療課　課長　佐藤敏信氏

· 「医療における規制緩和と政府介入の経済学的考察」　

　　　　　　　滋賀・立命館大学経済学部　教授　柿原浩明氏

· 「木島病院　人事考課制度の紹介」

　　　　　　　大阪・医療法人社団木島病院　　院長　南　良武氏

座長　長尾卓夫氏（兵庫・医療法人社団恵風会　高岡病院　院長・日本精神科病院協会　副会長）

　　　石井敏樹氏（兵庫・医療法人社団清風会　香良病院　院長）

　　　＜要　旨＞

· 「平成20年度診療報酬と精神科医療」　

東京・厚生労働省保険局医療課　課長　佐藤敏信氏

平成20年度の診療報酬改定は診療報酬本体で+0.38％、薬価等－1.2％、合計－0.82％であった。この改定は「平成18年度診療報酬改定の基本方針」において示された4つの視点、①患者からみてわかりやすく、患者の生活の質（QOL）を高める医療を実現する視点、②質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推進する視点、③わが国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評価の在り方について検討する視点、④医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り方について検討する視点、等を継承しつつ、産科や小児科をはじめとする病院勤務医の負担の軽減という緊急課題への対応や、後期高齢者にふさわしい医療を提供する為の診療報酬上の評価が行われた。

現在、次期改定に向け、平成20年度の診療報酬改定の主な内容について検証が始まっているところであり、今後、関係学会等から寄せられたエビデンスに基づく要望等を踏まえ、中央社会保険医療協議会で様々な議論が行われる予定である。

· 「医療における規制緩和と政府介入の経済学的考察」　

　　　　　　　滋賀・立命館大学経済学部　教授　柿原浩明氏

　規制とは一般的に企業・国民の自由な経済的活動に対して加えられる制限であると考えられている。

医療に関する社会的規制は大きく五つに分けられる。①価格設定に関する規制　②広告規制　③病院の開設等に関する規制（医療法によるもの、健康保険法によるもの）　④医療従事者に対する免許制度　⑤病院等の開設・経営主体に関する規制　　

　例えば診療報酬は厚生労働省が定める公定価格になっており、保険と自費とのミックスである混合診療も原則禁止である。また増床に関しては、二次医療圏ごとに必要病床数が定められ、それを超える場合原則的に許可されない。開設・経営については医療の非営利原則によって、株式会社の参入制限や医療法人に関する制限が設けられている。

　「医師不足私大生支援で偏在解消を」朝日新聞・私の視点　2008年7月25日

　医師、とりわけ地方の産婦人科、小児科、麻酔科の不足は深刻である。私立医大の学費は6年間で2000万円から5000万円程度と高額である。しかも生活費の高い都会に立地する場合が多く月15万円程度かかるとすると修学資金は総額で3000万円から6000万円にもなる。資産のない家庭では入学すら不可能に近い。そこで修学資金を全額貸付、医師のなって地方勤務や産婦人科、小児科等のなって頂き勤務年数に応じて返済を免除する手段もある。但し、資金については製薬会社や医師団体等の協力が必要である。

　「低福祉低負担から中福祉中負担へ」

　日米は低福祉低負担（国民負担率40％以下、消費税一桁）

　欧米は中福祉中負担（国民負担率50～60％、消費税約20％）

　北欧は高福祉高負担（国民負担率70％、消費税約25％）

医師数とかOECDと比較し、国民皆保険ならば中福祉中負担しかない（現在は教育が犠牲になっている、公務員数も少ない）　※消費税5％で中福祉が実現出来るという人は、なぜ欧州20％とらないと出来ないかを説明してほしい、もし出来るのならば、欧州諸国政府に方法を教えてあげればどうか!!!。

· 「木島病院　人事考課制度の紹介」

　　　　　　　大阪・医療法人社団木島病院　　院長　南　良武氏

　木島病院においては約10年前から職員教育に力を注ぎ、非常にユニークな人事考課制度を取り入れ、大阪府における精神科救急医療にも取り組んでいる。

　病院経営における諸問題として外部要因と内部要因とに分け、その中で内部要因の人的資源の確保と人材教育に焦点を絞った内容であり、その取り組みのひとつが人事考課制度である。法人の年度目標、中期計画を明確に打ち出した上で、目標管理制度の確立、一般職・管理職の人事考課のしくみ、評価基準など、こと細かに設定・実施され、また透明性を持たせている。職員一人一人が自分自身を振り返り、客観的な見解を知ることにより自己向上へ繋がる。

　　＜考　察＞

精神科病院経営戦略のテーマのもと、2時間シンポジウムであったが大ホールは参加者がとても少なく活発な議論・意見交換もなかった。3名の方からそれぞれのテーマでお話があったが、病院経営に関する具体論ではなく、大局論的な内容であった。自分自身としては経済も含めてとても興味深いテーマなのでとても意義あるものであった。

厚生労働省の佐藤敏信氏からはお役人的な発言が多かったが、今年4月の診療報酬改定の検証が次期改定に向けて始まっているとの発言に、当院での検証の必要性を強く感じる。今後は診療科ごとで医療費（診療報酬）の奪い合い的なことも起こりうるとのことで、今回の改定は日精協および精神科関係者の頑張りがあったのではとの言葉に感じるものがあった。

経済の専門家でもある柿原浩明氏の講演は経済全体から医療経済を検証し、また世界から見た日本の現状など面白かった。医療においての規制に関しては、大きく緩和される部分と縛られる部分が極端になっていくと思われる。医師不足解消についての具体策も現実的であり、解決方法のひとつにも成り得るのではないか。日本と他国、特に欧米諸国との社会保障費負担率などは現実的で勉強になった。

木島病院院長の南良武氏は昨年8月に、当院の病院機能評価受審査で訪問審査にお出でになられた先生であった。当時の先生の印象を思い起こし、人事考課制度を中心に木島病院の紹介を聞きながら、なるほどと納得させられた。より厳しくなる病院経営の対策として人材育成を掲げ、その為の手段のひとつとして人事考課制度の熟成。実にきめ細かく考えられた内容であった。私自身の戒めとなる文章もあり、心に思い続けていたい。
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